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平成２７年度 太宰府市一般会計予算 

 

 平成２７年度太宰府市一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ２４，１７０，１９０千円 

 と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることがで 

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の 

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」 

 による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最 

高額は、３，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の 

 経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ 

 た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

平成２７年２月２５日提出 

太宰府市長 井 上 保 廣 
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（単位：千円）

事　　　項 限度額期　　間

第２表　債 務 負 担 行 為

公共施設等総合管理計画策定支援業務委託料
8,200平成27年度～平成28年度

庁舎警備業務委託料（昼間）
7,290平成28年度～平成30年度

路線価計算業務委託料
19,331平成28年度～平成29年度

地図情報システム保守委託料
4,294平成28年度～平成30年度

戸籍総合システム関係費
34,788平成28年度～平成32年度

機械警備委託料（南保育所）
288平成28年度～平成30年度

エレベーター保守点検料（五条保育所）
1,771平成28年度～平成30年度

指定ごみ袋購入料
15,128平成28年度

ＡＥＤ賃借料
6,860平成28年度～平成32年度

タブレット型端末等賃借料
9,810平成28年度～平成29年度

給食調理業務委託料
228,624平成27年度～平成30年度

文化財調査整理委託料（平成27年度原因者負担
分） 40,000平成28年度～平成29年度
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(単位：千円）

いては 、 そ の
見 直 し 方 式 で 融資条 件 に よ

府 資 金 及 び 地 他の場 合 に は
方 公 共 団 体 金 その債 権 者 と

つ い て 、 利 率 による 。 た だ
の 見 直 し を 行 し、市 財 政 の

て は 、 当 該 見 置期間 及 び 償
還期限 を 短 縮

償還も し く は
低利に 借 換 え

きる。

計 3,718,000

49,900 〃

り、銀 行 そ の

直し後の利率）
し、又 は 繰 上

するこ と が で

借 り 入 れ る 政

都合に よ り 据

協定す る も の

46,200

史 跡 地 公 有 化 事 業 債 1,000,000 〃

45,500 〃

16,400 〃

〃

〃

1,000,000 〃

消 防 施 設 整 備 事 業 債

臨 時 財 政 対 策 債

保健体育施設整備事業債 1,314,800 〃

中 学 校 施 設 整 備 事 業 債

道 路 橋 梁 事 業 債 148,800 〃 融 機 構 資 金 に

（ただし、利率

第 ３ 表  　地  方  債

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

一 般 会 計 出 資 債 14,900 年 4.0 ％ 以 内

公 園 事 業 債 14,800

林 業 施 設 整 備 事 業 債

っ た 後 に お い

45,800 〃

土 地 開 発 関 係 事 業 債 20,900

災 害 対 策 事 業 債

政府資 金 に つ証 書 借 入

都 市 計 画 関 係 事 業 債

〃
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歳 　　出

※　00から始まる細目番号は人件費（議員、特別職等を除く）、99から始まる細目番号
　は第五次総合計画の体系外（個別事務）となります。

目　標 施　策 細目番号

01　子育て支援の推進 ０１＿

02　高齢者福祉の推進 ０２＿

03　障がい福祉の推進 ０３＿

04　地域福祉の推進 ０４＿

05　生涯健康づくりの推進 ０５＿

06　社会保障の適正な運営 ０６＿

07　防災・消防体制の整備充実 ０７＿

08　防犯・暴力追放運動の推進 ０８＿

09　交通安全対策の推進 ０９＿

10　安全な消費生活の推進 １０＿

11　人権を尊重するまちづくりの推進 １１＿

12　男女共同参画の推進 １２＿

13　生涯学習の推進 １３＿

14　社会教育の推進 １４＿

15　学校教育の充実 １５＿

16　文化芸術の振興 １６＿

17　生活環境の向上 １７＿

18　自然共生社会の構築 １８＿

19　循環型社会の構築 １９＿

20　低炭素社会の構築 ２０＿

21　環境教育・学習の推進 ２１＿

22　未来に伝える景観づくり ２２＿

23　計画的なまちづくりの推進 ２３＿

24　地域交通体系の整備 ２４＿

25　良質な水道水の安定供給 ２５＿

26　下水道の整備と普及促進 ２６＿

27　産業の振興 ２７＿

28　文化遺産の保存と活用 ２８＿

29　観光基盤の整備充実 ２９＿

30　国際交流・友好都市交流の推進 ３０＿

31　市民参画の推進 ３１＿

32　情報の共有化と活用 ３２＿

33　市民のための行政運営 ３３＿

34　広域連携の推進 ３４＿

Ｋ　個別事務 ９９＿

平成27年度予算（一般会計）　第五次総合計画施策別コード表

２　安全で安心して暮らせる
　　まちづくり

１　健やかでやすらぎのある
　　福祉のまちづくり

７　市民と共に考え
　　共に創るまちづくり

３　豊かな心を育み
　　ふれあいを大切にする
　　まちづくり

４　人と自然が共生する
　　環境にやさしいまちづくり

５　魅力的な生活空間が整い
　　産業が活気づくまちづくり

６　歴史を活かし
　　文化を守り育てる
　　まちづくり

※　一般会計予算書歳出説明欄に記載されている三桁の事業ごとの番号（細目番号）は、
　上の二桁が第五次総合計画の施策番号になっています。
　下一桁は、目内に同一施策がある場合の通番となっています。
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1　特　別　職

2　一　般　職

(1)総　括

( )

( )

( )

※(　)内は、再任用短時間勤務職員について外書き。

(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

0 1,783

前 年 度

(千円)

1,267,134 1,032,889 2,300,023

△ 6,133

(千円)

(千円)

(2.95)

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

15,375

説　　明

(2.95)

28,922

備　　考

(千円)

給料 改 定 に伴 う 増減 分

720

勤勉手当

給　与　費　明　細　書

区　  分 増減事由別内訳

6,449

(3.10)

30,393

15,375

計 588 122,131 0

職員手当

比　  較

給　　料

29,184

△ 6,133

△ 5,460

△ 2,317 14,488

△ 16,805

433,617

11,872

1,264,817 445,4891,056,904 2,321,721

39,714

5,0080

区　  分

制度 改 正 に伴 う 増減 分

24,015

期末手当

309,835

本 年 度

720

314,843

34,260

547

0 122,131 0 122,131

6,996 130,9144 123,918

8,467

その他の
特 別 職

588 122,131 0 0 0

議　　員 0 0 0 1,471 0 0 1,471 6,996

0

前 年 度

75,842

4 316 0 316

55,263 291,097

37,877

6,091 235,834

0

比  　較

長　　等 0 0 0 312

計 885 173,882 20,196 35,059 606

126,962 50,416 177,378

6,091 4,84720,196 606

36,842 606 6,095

33,030

359,752

6,137

0 0 0 0 75,842 0

0 0

その他の
特 別 職

865 75,842

62,259

長　　等 2 0

議　　員 18 98,040

1,453 197,973 0 0

(3.10)

197,973

1,473 296,013 20,196 422,011

0 197,973

57,412

本 年 度

0

4,847

計

2 0 20,196長　　等

議　　員

38,193

18 98,040 0 0 0 128,433

6,095 33,346

期末手当

(千円) (千円)

合　計

給　　与　　費

その他の手当

(千円) (千円) (千円)

（千円）
区　　　分

(人)

職員数 共済費

(千円)

報　酬 給　料 地域手当

（月分）

年間支給率

その他の
特 別 職

606

0

計

平均昇給率　1.51%

33,570

共　済　費

(千円)

77,843

備　考

185,845

92,348

職員の異動等に伴う減

24,015 21,698

区　  分

本 年 度

295

給　　与　　費

扶養手当
(千円)

34,980

(千円)
計

40,261 27,616 27,391

(千円)

合　　計

(千円)

2,767,210

2,733,640

14,505

時間外勤務手当
(千円)(千円)

△ 31

地域手当 管理職手当 住居手当

(千円)

20,164

△ 1,187 △ 1,793

給　  料

職員手当

増　減　額

特殊勤務手当
(千円)

190

190

職員手当の内訳

前 年 度

比　  較

28,803

20,133

区　  分

本 年 度

前 年 度

比　  較

職員数

(人)

299

19

通勤手当
(千円) (千円) (千円)

30

4

△ 11
△ 2,317

児童手当
(千円) (千円) (千円)

18,000

21,000

175,157

勤勉手当 退職手当組合負担金

305,981

159,782 312,114

その他

5,008

14,505

24,015

△ 3,000

退職手当組合負担金

期末手当

時間外勤務手当

扶養手当

そ の 他 の 増 減 分
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(3)　給料及び職員手当の状況

ア　職員1人当たりの給与  エ　期末手当・勤勉手当

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

イ　初任給 オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

ウ　級別職員数

カ　地域手当

( ) ( )

( ) ( )

キ　特殊勤務手当

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

ク　その他の手当

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

※「ウ　級別職員数」の(　)内には、再任用短時間勤務職員について外書き。

( ) ( ) ( ) ( ) ※「エ　期手当・勤勉手当」の(　)内には、再任用職員の標準的な支給率を記載。

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

(級別の標準的な職務内容)

0.002

1.57

国の制度

(人) (％)

行政職(一) 行政職(二)

区　　分
12月(月分)

4.10

34.5825

(月　分)

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

1.15

4.10

298

最高限度

有

有

(月分)

4.10

交通用具使用者(片道2km以上で1kmにつき1,000円支給。最
高限度35,000円）

全職種
代表的な職種

行政職(一) 行政職(二)

0.002

支給対象職員の比率(％)

（26年12月31日現在)

持家4,900円支給

区　　分

給料総額に対する比率(％)

代表的な特殊勤務手当の名称

1.57

6

2級 1級3級

(月分)

係　　長 事務主査 主　　事

6級

8 100.0

5

主 事 補

計

57.1

平均給料月額(円)

異

同

区　　分 国の制度との異同

同

3

動物死体処理作業手当

動物捕獲作業手当

行旅病死亡人取扱手当

感染症防疫作業手当

差異の内容

支給期別支給率

49.59

49.59

34.5825

25.55625

支給率計

2.125

49.59

1.15

区 　分 5級 4級

100.0

7級

26年1月1日現在

計

7

2

286 100.0

30 10.5
2

扶養手当

住居手当

通勤手当

7 100.0

1
20 7.0

1
28.62

3
40 14.0

3
8 100.0

4
116 40.5

4

71.4
5

46 16.1
5

8

5

6
26 9.1

計
296 100.0

計
20 100.0

1
15 5.1

1

4

13.2
2

114 38.4

2

5
56 18.9

5

3
42 14.2

20 100.0

級

142,100

職員数 構成比

行政職(二)

23 7.8

国の制度
行政職(二)

39

職員数

(人)

構成比

2.8

27年1月1日現在

26年1月1日現在
同　　上

2.125381,682

平均給料月額(円)

(支給率等)

高 校 卒

大 学 卒

146,500

180,800

149,000

区　　分 行政職(一)

2.151.00

平均給与月額(円)

平 均 年 齢(歳)

346,044

行政職(二)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢(歳)

6月(月分)
区　　分

316,570

336,398

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.15
本 年 度

340,783

383,081

行政職(一)

340,848
前 年 度

国の制度

1.00

43.83

367,028

49.2943.89

6・7級15％、4・5級10％、3級5％

同　　上
2.20

53.63

1.975

1.90

0.975

1.975

1.175 2.15

6

4

4

25.55625

行政職(一)

7
7

級

その他の加算措置

太宰府市

49.59

支 給 率
139,500

174,200

区　　分

(％)

2.4

27年1月1日現在

国の指定基準に基づく支給率(％)

支給対象地域

支給率(％)

支給対象職員数(人)

区　　分

3

42.93

局　　長

保育所長

(月分)

主任主査 技術主査 技　　師

行政職(二)

特に高度な
技能・経験
を有する職
員の職務又
はこれに相
当する職務

左に同じ

高度な技能
及び経験を
有する職員
の職務又は
これに相当
する職務

相当の技能
及び経験を
有する職員
の職務又は
これに相当
する職務

行政職(一)

部　　長

局　　長 所　　長

課　　長

区 　分 5級 4級 3級

参　　事

2級

指導主事 主任主事

参事補佐

定型的な業
務を行う職
員の職務

1級

(月分)

主任技師

技 師 補
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（単位：千円）

元 金 償 還

1.

(1) 総 務

(2) 民 生

(3) 地域改善

(4) 衛 生

(5) 農林水産

(6) 商 工

(7) 土 木

(8) 公営住宅

(9) 消 防

(10) 教 育

2.

(1) 補助事業

(2) 単独事業

3.

(1)
臨時財政
対 策 債

(2)
減税補て
ん 債 等

14,92534,825 24,875 0 9,950

56,282

13,821

34,938

79,678 35,706

9,82559,815 66,107 0

101,813

24,637,034

25,113

646,065

0

9,585,495

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

152,489

9,028,083

66,875

10,593

762,207

263,581

2,983,277

区　　　　分

2,718,000 1,367,291

前 々 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 み前 年 度 末

現 在 高

現 在 高

普 通 債

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

20,332,992 22,967,328 3,718,000 2,048,294

8,868,257 9,526,575

0

5,644,314 7,415,747 2,360,600 748,264

22,54486,624 108,733 66,300

21,898 17,899 0 4,078

457,0583,489,551 3,210,335 230,000

249,637 46,200 32,256

77,143883,279 824,450 14,900

14,207,882

見 込 額 起 債 見 込 額 見 込 額

26,397 0 8,729 17,668

799,100

12,857,173

そ の 他

180,000 0 0 180,000

見 込 額

0 7,269 791,831

254,829

9,974,770

当 該 年 度 末

合　　　　計

10,608,004

0

151,300

41,384

災 害 復 旧 債 139,493

現 在 高

387,507717,238 481,767 0 94,260

10,008,342 1,000,000 10,362,277

1,000,000 551,805
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